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トラック運送事業の現状
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貨物自動車運送事業者数の推移

わが国の国内貨物総輸送量は、トン数では年
間約４１億トン。
トラック輸送は90％以上の極めて高い分担
率。

（出典）資料 国土交通省「航空輸送統計年報」「自動車輸送統計年報」
「数字で見る海事」「鉄道輸送統計年報」「内航船舶輸送統計年報」

（出典）資料 国土交通省「自動車関係統計」

平成２年に施行された規制緩和により、事業者
は、増加傾向で推移、平成20年より横ばい傾向

3



トラック運送事業の現状（労働時間）
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（時間）

労働時間

全職業と比較し、約2割長い

出典：トラック輸送状況の実態調査
(H27)

1運行あたりの荷待ち時間の分布

1運行の平均拘束時間とその内訳

「荷待ち時間がある運行」

点検等 運転 荷待 荷役

付帯他 休憩 不明
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トラック運送事業の現状（賃金）
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全職業と比較し、５～10％低い

年齢階級別賃金（指数）

高齢者は指数低下が顕著

（出典）全日本トラック協会「2020年度版 トラック
運送事業の賃金・労働時間等の実態」
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トラック運転者数の推移 トラック運転手の有効求人倍率の推移

1995 年の 98.0 万人をピークに減少、直近
の 2015 年においては 76.7 万人となって
いるこの 20 年間で 21 万人以上減少。

（出典）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（出典）国勢調査

ピーク時は３．１０倍まで上昇
全職業平均より約2倍高い。

（倍）

トラック運送事業現状（運転者数）
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道路貨物運送業の運転従事者数の将来予測

（出典）日本ロジスティクスシステム協会「 ロジスティクスコンセプト２０３０」

2015年から15年で、248千人が減少する予測
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全産業平均より若年層と高齢層の割合が低い。
中年層の割合が高い。

トラック運送事業の現状（運転者数）
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物流の２０２４年問題（トラック運転手の時間外労働の上限規制）

３６協定の限度

≪厚生労働大臣告示：強制力なし≫
・自動車の運転業務は、一般則（※）の

適用を除外
・別途、改善基準告示により、拘束時間

等の上限を規定

（※）・原則、月４５時間 かつ 年３６０時間
・ただし、臨時的で特別な事情がある場
合、延長に上限なし（年６か月まで）（特
別条項）

３６協定の限度

≪労働基準法改正により法定：罰則付き≫
・自動車の運転業務の取り扱いについては、

年９６０時間（月平均８０時間）
・将来的には、一般則（※）の適用を目指す

（※）・原則、月４５時間 かつ 年３６０時間
・特別条項でも上回ることの出来ない年間労
働時間を設定
① 年７２０時間（月平均６０時間）
② 年７２０時間の範囲内で、一時的に事務
量が増加する場合にも上回ることの出来な
い上限を設定

【現行制度】 【2024年4月以降】

「物流の2024 年問題」
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●労働時間のルール「改善基準告示」の改正

【その他】
▸ 連続運転時間：「運転の中断」は「原則休憩」とする。SA・PA等に駐車できない等、やむを得ない場合は３０分延長可。
▸ 分割休息特例：分割の方法を見直し（現行：４H＋６H、５H＋５H等 → 見直し後：３H＋７Hも可）、分割休息が連続する期間を短縮。
▸ ２人乗務特例：車両が一定の基準を満たす場合には、拘束時間を延長。ただし、運行終了後１１時間以上の休息を確保。
▸ 予期し得ない事象：事故、故障、災害等やむを得ない場合の例外的取扱いを規定。

改正前

1年の

拘束時間
3､516時間 原則：3,300時間

1ヶ月の

拘束時間

原則：293時間

最大：320時間

原則：284時間

最大：310時間

1日の

休息時間

継続8時間
継続11時間を基本とし、

９時間下限

改正後

１年の拘束時間が３,４００時間

を 超えない範囲で年６回まで

※２８４時間を超える月が３か月を超えて連続しないこと。

※ 月の時間外・休日労働が１００時間未満となるよう努める。

※長距離・泊付きの運行の場合は、運行を早く切り上げ、

まとまった休息を取れるよう例外を規定。

改善基準告示 令和４年１２月２３日に改正、令和６年４月１日から適用
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「自動車運送事業の働き方改革の実現に向けた政府行動計画」の概要
－長時間労働にブレーキ、生産性向上にアクセル－

～「運び方改革」と３Ａ（安全・安心・安定）労働の実現に向けた88施策～

①輸送効率の向上
・輸送分野別の取組の強化★
・長時間労働を是正するためのガイドラインの作成・見直し
・トラック予約受付システムの導入促進（荷待ち時間短縮）
・機械荷役への転換促進（荷役時間短縮）
・高速道路の有効活用（走行時間短縮）
・宅配ボックスの普及促進（再配達削減）
・ダブル連結トラックの導入促進（車両の大型化）

②潜在需要の喚起による収入増加
・インバウンド需要の取り込み★
・タクシーの配車アプリを活用した新サービス導入

③運転以外の業務も効率化
・IT点呼の更なる導入拡大★

Ⅱ．長時間労働是正のためのインセンティブ・抑止力の強化

（１）労働生産性の向上

①「働き方改革の実現に向けた
アクションプラン」の実現支援
事業者団体による取組を支援

（２）多様な人材の確保・育成

①働きやすい環境の整備
・女性ドライバー等が運転しやすいトラックのあり方の検討★
・中継輸送の普及促進（泊まり勤務を日帰り勤務に）
・機械荷役への転換促進（力仕事からの解放）（再掲）

②運転者の確保
・第二種免許制度の在り方についての検討
・大型一種免許取得の職業訓練の実施

（３）取引環境の適正化

①荷主・元請等の協力の確保
・「ホワイト物流」実現国民運動（仮称）の推進★
・輸送分野別の取組の強化★（再掲）

・引越運送における人手不足対策の推進★

②運賃・料金の適正収受
・標準運送約款の改正趣旨の浸透促進★
・トラック事業者・荷主のコスト構成等への共通理解の形成促進★

自動車の運転業務への罰則付きの時間外労働の上限規制の導入（2024年4月予定）に向け、政府を挙げて以下の取組を強力に推進。

③労働時間管理の適正化の促進
ICTを活用した運行管理の普及方策の
検討・実施★

Ⅰ．長時間労働是正の環境整備

④行政処分の強化
新処分基準による行政処分の実施

「★」を付した施策は、「直ちに取り組む施策」
（2017年8月）以降の追加施策

②ホワイト経営の「見える化」
ホワイト経営に取り組む事業者の
認証制度の創設

【国】

【国】 【国】 【国】

【警・農・経・国・環】 【厚・農・国】

【国】

【国】

【警・厚・国】

【国】

【厚・農・経・国】

2018.5.30

関係省庁
連絡会議
決定
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貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律（議員立法）の概要 （平成30年法律第96号）

経済活動 ・ 国民生活を支えるトラック運送業の健全な発達を図るため規制の適正化を図るほか、その業務について、令和６年度から

時間外労働の限度時間が設定される（＝働き方改革法施行）こと等を踏まえ、その担い手である運転者の不足により重要な社会インフ

ラである物流が滞ってしまうことのないよう、緊急に運転者の労働条件を改善する必要があること等に鑑み、所要の措置を講じる。

改正の目的

改正の概要

① 欠格期間の延長等

② 許可の際の基準の明確化

③ 約款の認可基準の明確化

１．規制の適正化

① 輸送の安全に係る義務の明確化

事業用自動車の定期的な点検・整備の実施 等

② 事業の適確な遂行のための遵守義務の新設

２．事業者が遵守すべき事項の明確化

【令和５年度末までの時限措置】

(1) トラック事業者の違反原因となるおそれのある行為を荷主がしている疑いがある場合

→ ① 国土交通大臣が関係行政機関の長と、当該荷主の情報を共有

② 国土交通大臣が、関係行政機関と協力して、荷主の理解を得るための働きかけ

(2) 荷主への疑いに相当な理由がある場合

→ 国土交通大臣が、関係行政機関と協力して、要請

(3) 要請をしてもなお改善されない場合

→ 国土交通大臣が、関係行政機関と協力して、勧告＋公表

荷主の行為が独占禁止法違反の疑いがある場合→ 公正取引委員会への通知

① 荷主の配慮義務の新設
トラック事業者が法令遵守できるよう、荷主の配慮義務を設ける

・ 制度の対象に、貨物軽自動車運送事業者を追加

・ 荷主勧告を行った場合には、当該荷主の公表を行う旨を明記

③ 国土交通大臣による荷主への働きかけ等の規定の新設

② 荷主勧告制度（既存）の強化

３．荷主対策の深度化

４．標準的な運賃の告示制度の導入 【令和５年度末までの時限措置】

法令に違反した者等の参入の厳格化

・ 欠格期間の延長（２年⇒５年）

・ 処分逃れのため自主廃業を行った者の参入制限

・ 密接関係者（親会社等）が許可の取消処分を受けた者
の参入制限 等

・ 安全性確保（車両の点検・整備の確実な実施等）

・ 事業の継続遂行のための計画（十分な広さの車庫等）

・ 事業の継続遂行のための経済的基礎（資金） 等

以下について、適切な計画・能力を有する旨を要件
として明確化

荷待時間、追加的な附帯業務等の見える化を図り、

対価を伴わない役務の発生を防ぐために基準を明確化

→ 原則として運賃と料金とを分別して収受

＝ 「運賃」：運送の対価 「料金」：運送以外のサービス等

・ 車庫の整備・管理

・ 健康保険法等により納付義務を負う保険料等の納付
（労働条件の改善・事業の健全な運営の確保のため）

国土交通大臣が、標準的な運賃を定め、告示できる

トラック事業者の努力だけでは働き方改革・法令遵守を進めることは困難 （例：過労運転、過積載等）

→ 荷主の理解・協力のもとで働き方改革 ・法令遵守を進めることができるよう、以下の改正を実施

（許可後、継続的なルール遵守）

※ 「荷主」には元請事業者も含まれる。

【公布日 ： 平成30年12月14日】

【背景】 荷主への交渉力が弱い等
→ 必要なコストに見合った対価を収受しにくい

→ 結果として法令遵守しながらの持続的な
運営ができない

法令遵守して運営

する際の参考となる

運賃が効果的

標準的な運賃の告示制度の導入
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「ホワイト物流」推進会議の構成員推進運動のイメージ

「ホワイト物流」推進運動の概要

〇 国民生活や産業活動に必要な物流を安定的に確保するため、若者、女性、高齢者も含めた全ての人にとって魅力

ある「よりホワイト」な職場づくりを行う取り組み。

〇 荷主企業、トラック事業者など、関係者が連携して当該取り組みを強力に推進。

平成30年 5月30日
「ホワイト物流」推進運動を重点施策とする 「自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議政府行動計画」が決定

※トラックドライバーのうち、１０代・２０代は約１０％、６５歳以上は約９％、女性は約３％
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「ホワイト物流」推進運動における自主行動宣言のメリット

ホワイト物流推進運度は「ＳＤＧｓ」につながる取り組み

企業のブランディングに効果的

ビジネスチャンスにつながる

自主行動宣言を行った企業は、「物流ひいては日本経済が直面する課題解決に取り組む企業」となり、企業のCSR活動
非常に重要な意義をもちます。

企業がCSRを果たすことで、取引企業等との関係性も向上することが期待されます。
逆に取り組まない企業は、物流社会全体で取り組む課題に無関心という表明になりかねず、将来的にサプライチェーン
から外されたり、株主や地域の支援を得ることができなくなったりする可能性も懸念されます。

取引企業等との関係性向上

自主行動宣言を行った企業は、社会に対して責任を果たす企業として認識され、企業イメージの向上やブランディン
グにも 非常に効果的です。

こうした社会貢献的な取り組みを積極的に行い、高い企業イメージ、高いブランドイメージをもつ企業は、フェアト
レード的に消費者や取引企業からも選ばれるようになったり、優秀な人材の採用にも有利になることが期待されま
す。

自主行動宣言を行った企業は、物流効率化などの課題を解決するための新しい取り組みを検討・実施しております。

こうした取り組みは、自主行動宣言を行った企業間での新規事業の創造や他業種との協働など、新しいビジネスチャ
ンスにつながることが期待されます。

14荷主企業の理解促進に向け、トラック事業者様も運動への参加をお願いします！
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「ホワイト物流」推進運動に関する主な取組状況

 平成３１年３月末、令和２年３月末、上場会社
等（約６，３００社）に参加要請文を送付

 １，５１１社が自主行動宣言を提出

（令和４年１２月末日現在）

自主行動宣言

「徳光＆木佐の知
りたいニッポン！」
（BS・TBS）

６月２日・９日
放送

政府広報（随時）

アジア・シームレス物流
フォーラム2019東京
パネルディスカッション

「ホワイト物流」

 全都道府県での説明会、日本商工会議所等の団
体での説明会・講演会等を実施

 事業者の取組事例等を紹介するセミナーを開催

講演会・セミナー（平成３１年４月～）ポータルサイトの開設（平成３１年４月～）

 「ホワイト物流」推進運動の解説・周知

 自主行動宣言の受付、賛同企業の公表

 動画の掲載等、内容を充実

 「ホワイト物流」推進運動の解説・周知
15
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標準的な運賃の概要

 元請け・下請けの関係 ⇒ 元請事業者の庸車費用等は考慮せず、 実運送にかかる原価等を基準に算出

 車両費 ⇒ 環境性能や安全基準の向上を踏まえた車両への設備投資等ができるよう償却年数は５年で設定

 人件費 ⇒ ドライバーの労働条件改善のため、全産業平均の時間当たりの単価を基準

 帰り荷の取扱い ⇒ 帰り荷がないことを前提に実車率50％の前提で算出。

 利潤 ⇒ 事業の持続的な経営のために必要な利潤を確保する観点から、自己資本に対する適正な利潤額を設定

 運賃表の基本 ⇒ 貸切運送を前提に（１）距離制、（２）時間制の運賃表を設定

 車種等の違い ⇒ 車格別（2t, 4t, 10t, 20t）にドライバン型のトラックを基準として算出

 地域差 ⇒ 地方運輸局ブロック単位で運賃表を策定

 運賃と料金の考え方 ⇒ 高速道路料金やフェリー料金等については運賃と別に収受

基本的な策定方針

適正な原価・利潤の確保

今後は、標準的な運賃を実勢運賃に反映させていくことが重要

標準的な運賃は、ドライバーの労働条件（賃金・労働時間等）を改善し、持続的に事業を運営するための参考となる指標

17



 平成30年改正後の貨物自動車運送事業法に基づき、運賃交渉力の弱い運送事業者の適正な運
賃収受を支援することを目的に、令和２年４月「標準的な運賃」を告示。

 「標準的な運賃」では、運転者について全産業並みの給与、車両の更新期間５年、一般的な
利潤（自己資本金の10%）などの経営改善につながる前提を置いて、参考となる運賃を示し
ている。

 運送事業者が自己の経営状況を踏まえて運賃を分析し、荷主との運賃交渉を実施。

「標準的な運賃」について

STEP１ 標準的な運賃制度を理解する

STEP２ 自社で運賃を計算する

STEP３ 荷主と運賃を交渉する

STEP４ 運賃の事後届出を行う

標準的な運賃 届出までのプロセス

18



燃料費の動向（直近５カ年の軽油価格の推移）

119.8 

137.4 

131.4 

106.2 

130.5 

154.2 

148.2 

90.0

100.0

110.0

120.0

130.0

140.0

150.0

160.0

（出典）資源エネルギー庁「給油所小売価格調査」
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燃料サーチャージ制度について
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燃料価格上昇を踏まえた荷主への周知
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パートナーシップによる価値創造のための転嫁円滑化会議（2021年12月27日）

（出席者）

〇閣僚等：総理大臣、新しい資本主義担当大
臣、国土交通大臣ほか関係閣僚、公正取引委
員会委員長

〇経済団体：日本経済団体連合会会長、経済
同友会代表幹事、日本商工会議所会頭、全国
商工会連合会会長、全国中小企業団体中央会
会長

〇事業者団体：全日本トラック協会会長、日本
建設業連合会会長ほか

（食品産業センター、情報サービス産業協会、
全国警備業協会、電子情報技術産業協会、日
本印刷産業連合会、日本化学工業協会、日本
金型工業会、日本建材・住宅設備産業協会、
日本航空宇宙工業会、日本広告業協会、日本
産業機械工業会、日本自動車工業会、日本自
動車部品工業会、日本スーパーマーケット協
会、日本製紙連合会、日本繊維産業連盟、日
本鋳造協会、日本鉄鋼連盟、日本動画協会、
日本フランチャイズチェーン協会）

（趣旨）

中小企業等が賃上げの原資を確保できるよう、取引
事業者全体のパートナーシップにより、労務費、原材
料費、エネルギーコストの上昇分を適切に転嫁できる
ための必要な環境整備について議論。
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物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策（2022.10.28） （抄）

Ⅰ 物価高騰・賃上げへの取組
・・・燃料油価格の高騰に対しては、本来２００円程度に上昇するガソリン価格

を１７０円程度に抑制してきたが、来年度前半にかけて引き続き激変緩和措置を講
ずる。具体的には、来年１月以降も、補助上限を緩やかに調整しつつ実施し、その
後、来年６月以降、補助を段階的に縮減する一方、高騰リスクへの備えを強化す
る。
脚注：具体的には、補助額25円以下の部分への補助率を引き下げていく一方、補

助額25円超の部分に対する補助額を引き上げていく。

・・・中小企業等が賃上げの原資を確保できるよう、労務費、原材料費、エネル
ギーコスト等のコスト上昇分の適切な価格転嫁に向けた環境整備を進める。具体的
には、公正取引委員会等の執行体制を強化するとともに、転嫁拒否行為を行ってい
る事業者に関して、独占禁止法に基づき企業名を公表する。また、独占禁止法や下
請代金法上問題となる事案については、命令・警告・勧告など、これまで以上に厳
正な執行を行う。また、価格交渉促進月間に基づく親事業者への指導・助言の更な
る実施とその実効性を高めるための踏み込んだ情報開示とともに、パートナーシッ
プ構築宣言の推進や中小企業・小規模事業者の価格交渉力強化等に取り組む。

・トラック運送事業、内航海運業及び倉庫業に係る燃料等の価格上昇分を反映した
適正な運賃・料金収受に関する周知及び法令に基づく働きかけ等の実施
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総合点検の推進（公正取引委員会）

①（独占禁止法）転嫁拒否が疑われる事案に対する緊急調査、
②（下請法）重点的な立入調査、
③（下請法）法違反が多く認められる業種における法遵守状況の自主点検など、
あわせて２９業種（全９９業種の約３分の１）に対する価格転嫁対策の重点対応を実
施。 ※29業種には道路貨物運送業が含まれている

■ 今後、緊急調査等の結果を踏まえ、下記の転嫁拒否行為を行っている事業者
に関して、多数の取引の相手方に対して行っている事案又は過去に繰り返し
行っている事案について、独占禁止法に基づき企業名を公表する。

① 労務費、原材料価格、エネルギーコスト等のコストの上昇分の取引価格への反映の
必要性について、価格の交渉の場において明示的に協議することなく、従来どおりに
取引価格を据え置くこと。

② 労務費、原材料価格、エネルギーコスト等のコストが上昇したため、取引の相手方が
取引価格の引上げを求めたにもかかわらず、価格転嫁をしない理由を書面、電子
メール等で取引の相手方に回答することなく、従来どおりに取引価格を据え置くこと。

⇒ ２０２２.１２.２７ 企業名公表
（佐川急便、大和物流、トランコム、丸和運輸機関、三菱電機ロジスティクス 等 合計１３社）

■ また、独占禁止法や下請法に違反する事案については、命令、警告、勧告な
ど（これらの措置は企業名公表）、これまで以上に厳正な執行を行う。

公正取引委員会資料より
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• 毎年９月と３月を「価格交渉促進月間」とし、実際に交渉や転嫁が出来たか、下請事業者からのフ
ォローアップ調査を実施。
※大企業の取引先中心に年2回・計30万社へアンケート票を送付→ 数年で大企業取引先に対する調査が一巡する予定。

• フォローアップ調査の結果を踏まえ、評価が芳しくない親事業者に対し、令和４年２月に初めて、業
所管の大臣名で、指導・助言を実施。指導・助言を受けた経営陣の認識が改まり、調達部門に改
善指示する例も。

• 今回は、積極広報・周知により実効性を向上し、フォローアップ調査を充実させるとともに、7月に抜
本改正した下請振興基準を活用し、指導・助言の対象企業を拡大する。

• 実施と改善サイクルの強化で、交渉と転嫁が定期的になされる取引慣行の定着を目指す。

価格交渉促進月間の実施と改善のサイクル強化

業所管省庁

下請事業者

親事業者
中小企業庁

経営陣

調達部門

②フォローアップ調査の充実
親事業者による対応や回答につい
て
・アンケート調査
・下請Gメンによるヒアリング調査

③指導・助言対象企
業を拡大

下請振興法に基づき、
状況の良くない親事業者に

対して、大臣名で実施

④改善の指示

①価格交渉促進月間
の積極周知・広報

（毎年9月、３月）

※回答が親事業者
に知られないよう、
匿名性の確保を徹
底し集計

※根拠となる振興基準を抜
本改正済（7月末）

価格交渉の活発化、
価格転嫁の増加

中小企業庁資料より
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順位 価格交渉の協議状況 価格転嫁の達成状況

1位 繊維 化学

2位 鉱業・採石・砂利採取 機械製造

3位 機械製造 金属

4位 化学 食品製造

5位 建材・住宅設備 電機・情報通信機器

6位 電気・情報通信機器 建材・住宅設備

7位 卸売 紙・紙加工

8位 金属 卸売

9位 食品製造 石油製品・石炭製品製造

10位 紙・紙加工 造船

11位 印刷 飲食サービス

12位 建設 建設

13位 製薬 繊維

14位 情報サービス・ソフトウェア 印刷

15位 飲食サービス 小売

16位 石油製品・石炭製品製造 広告

17位 自動車・自動車部品 自動車・自動車部品

18位 造船 製薬

19位 小売 情報サービス・ソフトウェア

20位 電気・ガス・熱供給・水道 鉱業・採石・砂利採取

21位 通信 電気・ガス・熱供給・水道

22位 不動産・物品賃貸 不動産・物品賃貸

23位 広告 金融・保険

24位 放送コンテンツ 放送コンテンツ

25位 廃棄物処理 廃棄物処理

26位 トラック運送 通信

27位 金融・保険 トラック運送

1割程度の事業者では、全く協議ができていない。

61.4 6.1 10.1 12.4

5.5 2.9 1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

協議を申し込み、話し合いに応じてもらえた

価格転嫁させるため、発注側企業から協議を申し込まれた

コストが上昇していないため、協議を申し込まなかった

コストは上昇しているが、自社で吸収可能であるため、協議を申し込まなかった

取引を断られる等のおそれを考慮し、協議を申し込まなかった

協議の申し込みを行ったが応じてもらえなかった

値下げ要請のため、発注側企業から協議を申し込まれた

１．発注側企業との価格交渉の実施状況

13.8 15.4 10.5 22.9 21.1 
1.5

14.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１０割 ７～９割程度

４～６割程度 １～３割

０割 マイナス

コストが上昇していないため、価格改定不要

２．価格転嫁を実現できた割合
２割程度の事業者では、全く価格転嫁できていな
い。

３．業種別の実施状況（スコアリングの結果）

※サンプル数が50以下の自主行動計画策定業種（航空宇宙、警備）は除く。
※業界毎の順位や点数は、各業界に属する発注側企業についての回答の点数を平均し順位付けしたものであり、その業界

における代表的企業の評価を表すものではない。
※自主行動計画あるいは業種別ガイドライン策定業種については着色（約束手形についてのみ自主行動計画を策定してい

る「金融」、「卸売」は、未策定業種として扱う）。

協議できていない
10.0%

n=25575

n=25575

転嫁できていない
22.6%

 下請へのしわ寄せを解消し、賃上げ原資を確保するためにも、取引先への価格転嫁は切
実な課題。

 経産省の調査では、1割が全く価格交渉できておらず、2割が全く価格転嫁できていない。

中小企業庁資料より
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今般の燃料価格の上昇に対する対応について(トラック関係)

39.6%

11.9%5.8%6…
2.0%

19.5%

14.8%
人件費

燃料油脂費

修繕費

減価償却費

保険料等

その他

一般管理費

＜営業費用に占める燃料費の割合＞

〇適正な運賃収受のための荷主周知活動
⇒「燃料費を含む適正な運賃の収受」という基本的考え方に基づき「標準的な

運賃」や「燃料サーチャージ」の導入等により、燃料価格上昇分を反映した
適正な運賃等への見直しを行うよう、荷主企業に理解と協力を呼びかけ。
（荷主団体に文書により周知するとともに、各種協議会やセミナー等を通じ
て実施）

〇相談窓口の設置
⇒トラック事業者が、燃料費の上昇分への運賃等への反映について相談がで

きるよう、国土交通本省、地方運輸局、運輸支局に、全国で合計６４の相談
窓口を設置。
⇒国土交通省目安箱（web）にも意見募集の対象として燃料価格に関する事

項を明記

〇荷主働きかけ等の法的な対応
⇒燃料費の上昇分を運賃等に反映することを求めたにもかかわらず不当に

据え置くことは、独占禁止法の違反（買いたたき）等になるおそれがあるとと
もに、改正貨物自動車運送事業法に基づき、国交省による荷主への働きか
けや、要請、勧告・公表等の対象にすることとし、この点につき、関係省庁
等と連携して対応。

⇒上記の荷主周知活動や相談窓口、目安箱を活用して、こうした国交省の対
応を関係者に周知するとともに、不当な据え置きに関する情報収集を行う

出典：全日本トラック協会「経営分析報告書」（令和２年度決算版）

対応策

＜貨物自動車運送事業法改正法附則第１条の２に基づく荷主への働きかけのフロー＞

働きかけ 要 請 勧告・公表

違反原因行為を荷主がしている
疑いがあると認められる場合

荷主が違反原因行為をしていること
を疑う相当な理由がある場合

要請してもなお改善
されない場合

＜相談窓口・目安箱（国交省HP）＞

相談窓口

目安箱
28



燃料高騰による価格交渉・転嫁の状況について（R3年度輸送実態調査より）

【集計期間：R4.1月～2月、有効回答数：運送事業者984社】

46.8%

39.3%

11.3%

2.7%
【実運送→荷主･元請】

価格改定等行った

価格交渉しなかった

価格交渉したが、改定に至らなかった

・以前断られた、言い出しにくい。 ・荷主も原価が高騰している。
・過去交渉して仕事量を減らされた。 ・価格が下がった時、値下げ交
渉される。 ・仕事を失う可能性がある。 ・交渉まで手が回らない。
・自社の準備不足 ・安く仕事を取る他社に仕事を取られる。
・今後交渉する予定。

価格交渉しなかった主な理由

燃料高騰による価格転嫁状況（実運送事業者の回答）

○荷主等との価格交渉の結果、「価格改定等行った」と回答した実運送事業者は47％
（「運賃等の改定」（24.7％）、「燃料サーチャージの導入」（16.3％）、「運賃、燃料サーチャージ以外の名目で燃

料費相当分を受け取ることとした」（5.9％））

○「価格交渉しなかった」と回答した実運送事業者は39.3％
「荷主等と価格交渉したが、改定に至らなかった」と回答した実運送事業者は11.3％
「価格交渉に応じてもらえなかった」と回答した実運送事業者は2.7％

・元請からの運賃が改定されないため。 ・真荷主からもらえてない
ので、支払えない。 ・今期の運賃が決まっているため。

価格交渉したが、 改定に至らなかった主な理由

価格交渉に応じてもらえなかった 国交省において追加調査 29



○ 政府として、価格転嫁に向けた様々な取組を進めている中、道路貨物運送業について
は、「価格交渉促進月間」のフォローアップ結果において、価格転嫁状況が調査した２７
業種中最下位となるなど、業界内における価格転嫁が進んでいない実態が明らかに
なっている。荷主と元請の適正取引の確保とともに、運送業界の元請・下請・孫請等の
構造の中での適正取引の確保が強く求められている状況を踏まえて、主要な元請運送
事業者に対して理解と協力を呼びかけるため、標記の会議を開催。

○ 会議では、国土交通省、公正取引委員会、中小企業庁から適正取引の確保のための
法執行の強化等の施策、厚生労働省から改善基準告示の改正内容等の説明の後、
全日本トラック協会及び元請事業者５社（下記の下線部）から、適正取引確保のための
取組の説明があった。

＜事業者＞
・全日本トラック協会 ・松岡満運輸 ・第一貨物
・ＮＸトランスポート ・ヤマト運輸 ・中越運送
・新潟運輸 ・信越定期自動車 ・トナミ運輸 ・西濃運輸
・エスラインギフ ・近物レックス ・名鉄運輸
・佐川急便 ・センコー ・岡山県貨物運送
・福山通運 ・宇和島自動車運送 ・博運社 ・日本通運
・日本郵便 ・日本郵便輸送

＜行政＞
・国土交通省 ・公正取引委員会 ・中小企業庁
・厚生労働省

出席者

トラック運送業に係る適正取引推進会議 （2022.12.16）

概要
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適正な運賃収受に向けた動き

（令和５年１月27日 佐川急便発表資料） （令和５年２月６日 ヤマト運輸発表資料）

 大手元請運送事業者が、燃料費や人件費等の上昇、自社及び協力会社のドライバー労働環境
改善の必要性等を背景に、運賃改定を実施する旨発表。適正な取引環境の確保や働き方改革
の実現が期待される。
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１．トラック運送事業の現状

２．２０２４年問題と働き方改革

３．標準的な運賃と燃料サーチャージ

４．価格転嫁に向けた行政の取組

５．まとめ
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まとめ①

１．トラック運送事業の現状

⇒ トラック事業者はかなり厳しい

２．２０２４年問題と働き方改革

⇒ さらにトラック供給力が減少

３．標準的な運賃と燃料サーチャージ

⇒ 荷主も厳しい

４．価格転嫁に向けた行政の取組

⇒ 行政も様々な取組を展開

５．まとめ（皆様へお願い）
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まとめ②

２０２４年問題

大分県の経済にも大きな影響 → トラック事業者・荷主・消費者みんなの問題

関係者が連携・協力した取組が必要 → 「共創」

問題の解決はトラック事業者だけの努力では限界

消費者も含め多くの関係者の理解と協力が不可欠 → この問題を広く周知

本日「価格転嫁の円滑化に関する協定書」協定を締結
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さいごに

物流を将来にわたり持続可能なものとするためには、
荷主、トラック事業者、消費者、行政が
２０２４年問題を「自分事」として認識し、

関係者間で「共創」していく取組が重要です！ ！

引き続きご理解・ご協力をお願いします。
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